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（２）協議事項  

ア 今後のスケジュールについて 

 

■平成２９年度下半期以後　調査特別委員会開催スケジュール（案）

総括的項目 重要項目（Aランク） 新市まちづくり計画

第1週

第2週

第3週

第4週
○

上半期
○調査特別委員会

下半期

上半期

○調査特別委員会（11/1）
　・中核市移行等に係る調査の結果
　・任意協議会の協議結果に係る市民説明会等の状
況について

下半期

上半期

下半期

上半期
○調査特別委員会
　・専門的知見の活用について（調整状況報告）

下半期

上半期
○調査特別委員会（全員協議会室）
　・専門的知見の活用報告

下半期
○調査特別委員会
　・委員長報告検討

上半期

下半期 ○調査特別委員会

調査特別委員会

○調査特別委員会

○調査特別委員会

○調査特別委員会

○調査特別委員会

○調査特別委員会

○調査特別委員会

○調査特別委員会

平

成
37
年
度

第1四半期

第4四半期

上半期

下半期

上半期

下半期

上半期

下半期

上半期

9月

平
成
30
年
度

上半期

下半期

法定協議会【合併をするとした場合】

平

成
36
年
度

任意協議会調査特別委員会

第3四半期

上半期

10月

11月

12月

1月

2月

3月

第2四半期

下半期

下半期

下半期

上半期
平

成
35
年
度

平
成
31
年
度

平
成
32
年
度

平
成

33
年
度

平
成

34
年
度

法定協議会設置のための議案上程、議決

合 併

市民説明

市民意向把握
・18歳以上の市民10,000人（無作為抽出）

・10月中旬アンケート発送（10/16）

・10月末締め切り（10/31）

・11月中に結果公表

中核市移行
中核市への移行時期

合併後３～５年程度での移行を目標とする

任意協議会 協議内容取りまとめ

合併の是非判断

※南足柄市の状況を見て、本市の是非判断をする。

（時期は、年度末から新年度当初となる想定）

法定合併協議会の設置

合併に係る協議
・合併の是非
・合併の期日

・任意協議会での協議事項の確認

・合併特例法の特例事項の適用 等

・合併市町村基本計画の協議、策定 等

合併協定の締結（小田原市長と南足柄市長）及び

合併の申請に係る議決（小田原市議会南足柄市議会）

合併の申請手続
・知事への申請

・県議会の議決（同意）

・知事の決定

・総務大臣へ届け出

・総務大臣告示

中核市移行の事務・手続
・組織体制の整備等

・専門職等の所要職員整備

・関連条例等の整備

・指定申し出に係る市議会議決

・県知事・県議会の同意議決
・総務大臣による指定

合併に向けた準備作業
・事務事業の具体的な調整

日程調整中
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中核市関係事項 広域連携関係事項 その他

　　　　　●９月定例会
　　　　　　（9月4日～10月6日）

　　　　　●常任委員会行政視察

　　　　　●12月定例会
　　　　　　（11月29日～12月19日）

　　　　　●3月定例会
　　　　　　・委員長報告

単独での中核市移行とした場合
新たな広域連携体制関係
（合併の是非に関わらず）

　　　　　●５月臨時会
　　　　　●６月定例会

            ●９月定例会

　　　　　●１２月定例会

　　　　　●３月定例会

議会日程

中核市移行
中核市への移行時期

特例市制度廃止に伴い
平成３２年３月３１日を期限

中核市移行基本計画等策定

中核市移行の事務・手続
・組織体制の整備等
・専門職等の所要職員整備

・関連条例等の整備

・指定申し出に係る市議会議決

・県知事・県議会の同意議決

・総務大臣による指定

合併を是とした場合

広域連携体制の研究等

合併を非とした場合

持続可能な広域連携体制の推進


